
後 援：消費者庁、文部科学省、独立行政法人国民生活センター、公益社団法人消費者関連専門家会議
　　　日本消費者教育学会（申請中）

協 賛：一般財団法人　パロマ環境技術開発財団 

主 催：公益財団法人消費者教育支援センター

推進法施行1年半の今、考える

場　所

独立行政法人国民生活センター
大会議室

対　象 学校の教員・教育関係者、行政関係者、
企業関係者、消費者教育に関心のある方
等

定　員 150人程度（先着順）

参加費 無料

11時00分～16時30分

2014年
6月20日金

教材資料表彰
［企業・業界団体対象］
教材資料表彰

［企業・業界団体対象］

第Ⅰ部 

取組報告・
意見交換

第Ⅱ部 

学校における消費者教育の
さらなる充実にむけて

2014年消費者教育シンポジウム




